



















	 	 １）軍国民教育案の提出 












































創設されたものである。先行研究によれば、1902 年 5 月 4 日に上海で創設
された「中国教育会」が、近代中国において民間人によって設立された教育





4 『申報』は『申江新報』という名称で、1872年 4月 30日に上海において発刊された
ものである。1949 年に廃刊するまで 77 年にわたって、政府の通達をはじめとして、
政治ニュースから市民の生活まで、多様な内容を報道していた。王天根等『近代報
刊与辛亥革命的輿論動員』（黄山書社、2011年、pp.215-246） 






































9 1906年 7月 28日、学部。朱有瓛『中国近代教育資料汇編	 教育行政機構及教育団体』
（上海教育出版社、1993年、pp.247~248） 































12 張玉法『中国近現代史』（東華書局、民国 67年（1978）、pp.157~161） 

































                                                                  









と述べている。また、同年の閠 6月 17日、張元済は中国教育会を発起した。 

































































                                                                  
26 蒋百里「軍国民之教育」、『新民叢報』（第 22号、1902年 11月 15日、p.34） 




28 蒋百里「軍国民之教育」、『新民叢報』（第 22号、1902年 11月 15日、pp.35~42） 






































                                                                  
33 清朝政府の弾圧によってまもなく解散した。桑兵『清末新知識界の社団と活動』（生
活・読書・新知書店、 1993年、p.239） 
34「軍国民教育公約」『江蘇』1903年 5月 25日記事。 
35「中央教育会会長張謇開会詞」『申報』1911年 7月 22日記事。 
36 例として、朱寿朋『光緒朝東華録』、中華書局、1958年。周予同『中国現代教育史』
上海書店、1989年、p.24などがあげられる。 




































                                                                  
39「中央教育会第九次大会紀」『申報』1911年 8月 8日記事。 


































                                                                  
42『剣橋中国晩清史（下）』（中国社会科学出版社、1985年、pp.604~605） 




























会第九回大会紀」『申報』1911年 8月 8日記事。 








































                                                                  









52 「中央教育会第九回大会紀」『申報』1911年 8月 8日記事。 
53 「中央教育会第五次予備会詳紀」『申報』1911年 7月 29日記事。 


































                                                                  
55 中央教育会において女子教育に関する議論は 4回も行われた。 

























継承され、1912年 9月 2日の教育訓令として公布された61。また、同年の 1912
年 12月 8日公布した「元年訓令第十二号62」では、軍国民教育は道徳教育の
補佐であると記している。 
                                                                  
57「張会長出京之憤言」『申報』1911年 8月 10日記事。 
58 「支那の如く邦域広大なるにまだ鉄道の便少き国に於ては果して如何なる方法を以
て迅速に議員を召集せんとするか甚だ疑なき能はず」「伊藤公の清国憲政論」『国家
学会雑誌』（第 23巻第 9号、p.167） 
59「中央教育会之職能溝通与管理」（第 3年、第 8期、商務印書館、1974年、p.70） 
60 陳啓天『近代中国教育史』（台湾中華書局、1969年、p.114） 























                                                                  
63 「今日の中国では、共和体制は僭越であり、君主立憲しかできないという説がある
が、これはまったく間違っている説である」『孫中山選集』上巻（人民出版社、1981
年、p.65） 
64 革命派との異なる点は、教育の発展を手段として、社会の改良と君主立憲を実現さ
せることを目的としているところにある。高放『清末立憲史』（中国出版集団華文出
版社、2012年、p.150） 
65 中央教育会の会長である張謇を代表とする君主立憲派は、資産階層として自身の利
益を考慮して実業の発展を期待していた。だが、清朝政府は、満州族の利益が保証
できないことを恐れているので、結局、君主立憲派の協力も失った。高放『清末立
憲史』（中国出版集団華文出版社、2012年、p.160） 
